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源泉分離課税 申告分離課税

みなし譲渡益

売値 売値

(取得価額)

　　　　みなし譲渡益×２０％＝売値×1.05％ 譲渡益×２６％

いずれかの方式を選択

(住民税６％含む)(売値×5.25％)

課税対象と
ならない部分

譲渡益

買　　値
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(注) 夫婦子２人(子のうち１人は特定扶養親族)の場合
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法人・外国人
73.6%

個人
26.4%

個人
22.6%

法人・外
国人
83.2%

1,502.6億株
(100.0%)
(平成11年)

保有株式
売付け高

｢株式分布状況調査｣ (全国証券取引所協議会)より

｢証券統計年報｣(東京証券取引所)より

5,389.3億株
(100.0%)
(平成11年度)

(三市場(東京･大阪･名古屋)計)

個人株主のシェア
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個人株主のシェアの推移
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(出典) 貯蓄動向調査報告(総務庁)
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株式等の年間収入階級別保有シェアの状況 (第Ⅰ分位と第Ⅴ分位の比較)
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(備考) 日本証券業協会｢インターネット取引に関するアンケート調査結果｣(平成12年9月末)

わが国におけるオンライン取引の普及状況

オンライン取引口座数の推移
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日経平均株価・国内総生産(四半期別)の推移
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○　租税特別措置による減収額(26,540億円)の内訳(平成12年度ベース)

生・損保控除 老人マル優等 そ   の   他 法    人    税 そ  の  他

５，５９０億円 ２，７７０億円 ６，５６０億円 １，９８０億円 ３，１４０億円 ２，１００億円

(21.1％) (10.4％) (24.7%) (7.5％) (11.8％) (7.9％)

(注)  上記のほか、交際費課税の特例による増収(＋7,580億円)がある。

所  得  税    16,900億円(63.7％) 法  人  税    7,540億円(28.4％) その他

住  宅  ロ  ー  ン  控  除 投 資 減 税

(景 気 対 策)

(16.6%)

４，４００億円


